
大阪府茨木市

新規就農者を育成するための就農支援塾を創設
サポート体制構築事業の取組事例 大阪府茨木市

○市内では水稲を中心に少量多品目の露地野菜が生産されているが、小規模な自給的農家が多く高齢
化による担い手不足が深刻である。また、就農希望者についても、一定の相談はあるものの、実際
の就農にまで至る事例が少ないという課題がある。

○そこで、市内で就農を希望する意欲の高い非農家が、農業経営に必要な技術と知識を習得する場と
して「就農支援塾あぐりば」を開催し、将来の農業の担い手の育成を図る（品目は露地野菜）。

新規就農者や研修生の声

【位置図】

取組前 取組内容 取組後(成果)
【サポート体制】

○就農相談は一定数あるもの
の技術が伴わない人をどの
ように育成するかが課題で
、実際の就農にはなかなか
結び付かなかった。

○非農家が技術を習得し、貸
借可能な農地を見つけるこ
とも難しく、R５年度まで
の認定新規就農者は年間平
均１人程度で、その総数は
７人にとどまる。

○「就農支援塾あぐりば」で
生産～出荷実習

〇春夏コース（５月～９月）
秋冬コース（10月～翌２月）
各30回

〇各定員４人
〇両コースを通して修了した者
を茨木市独自の制度である
「地域農家候補者」に認定し
積極的に農地をあっせん

研修のようす

○農業の先輩方や仲間と一緒に作業やお話ができ、実りある1年だった
○どうしたら農業者になれるのかわからずにいたところ、この研修を見つ
けて応募した。農業をしながら暮らしていく道筋ができ、市やJA、地域
の人もバックアップしてくださるので大変心強い

【問合せ先】茨木市都市活力部農林振興課
TEL：072-620-1622
E-mail：nourinshinko@city.ibaraki.lg.jp
HP: https://www.city.ibaraki.osaka.jp/index.html （ID 63483）

サポート体制構築事業 活用年度：令和６年度

○R６年度～７年度の修了生
である12人全員が市内で営
農を開始

○ R７年度には上記12人全員
を認定新規就農者に認定

新規就農者数推移
過去3年平均(R3～R5）１人
→R6:２人,R7:13人
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○茨木市が取組主体となり、事
業全体の運営を行う

○より効率的かつ効果的な運営
のため、市と茨木市担い手育
成総合支援協議会や地域農業
者が連携
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茨木市担い手育成
総合支援協議会

（構成員）
・茨木市
・茨木市農業委員会
・茨木市
農業協同組合

・大阪府
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営農指導員派遣、受講者募集、圃場管理等

負担金

研修協力、
農業用資機
材等の購入

依頼
実行組合・営農組織
・認定農業者 等

研修協力
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